
消防機関との感染症患者の移送に係る協定について 

 
令和７年 10月 21日 

疾病・感染症対策課 

１ 経緯 

新型コロナの対応を踏まえて感染症法※に基づく移送について、国から「県（保健所）と消防機

関との役割分担」の考え方が示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 県(保健所)と消防機関との役割分担の考え方（R6.9.20付け厚労省事務連絡） 

(1)感染症法（移送業務）と消防法（救急業務）の関係性 

○ 感染症法第 21 条に基づく保健所等の業務と消防法第２条第９項に基づく救急業務につ

いては、重複的に適用することができる関係にあることを共通認識とする。 

○ その上で、救急業務は「傷病者を医療機関その他の場所に迅速に搬送するための適当な

手段がない場合」（消防法施行令第 42条）に行うものであり、感染症法に基づく保健所

等による移送手段が他にない場合に初めて、消防に協力依頼を求めることができる。 

○ したがって、感染症法第 21 条に基づく保健所等の業務と消防法第２条第９項に基づく

救急業務が重複適用される場合にあっては、第一義的に保健所が感染症の患者の移送及

び医療機関の選定等について責任を有する。 

(2)消防機関が感染症法に基づく移送に協力する際の考え方 

○ 「エボラ出血熱患者の移送に係る保健所等に対する消防機関の協力について」

（H26.11.28付け消防庁通知）及び「新型コロナウイルス感染症患者等の移送等への対

応について（依頼）」（R2.5.27付け消防庁事務連絡）に基づき対応することが基本。 

○ 具体的には、消防機関は、保健所等の移送能力を超える部分の移送について、消防機関

に協力の要請があった場合等に、保健所等と事前に協定等を締結した上で協力を行う。 

○ 消防機関が移送に協力を行うに当たっては、保健所等が、移送の実施の決定及び入院医

療機関の選定等を行う。 

 

３ 今後について 

今後の新興感染症に備えるため既存の協定を見直し、各保健所と各地域の消防機関との新た

な協定の締結を目指す。  
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R6.9.20_厚労省事務連絡 現状 

※感染症法（抜粋） 
（移送） 
第 21 条 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、前二条（注．一類感染症の患者の入院）の規定により   
入院する患者を、当該入院に係る病院又は診療所に移送しなければならない。 

（準用） 
第 26 条 第 19 条から第 23 条まで…の規定は、二類感染症の患者について準用する。この場合において、…第 21 条中  
「移送しなければならない」とあるのは「移送することができる」…と読み替える…。 

２ 第 19 条から第 23 条まで…の規定は、新型インフルエンザ等感染症の患者について準用する。この場合において、   
第 21条中「移送しなければならない」とあるのは「移送することができる」と読み替える…。 

（新感染症の所見がある者の移送） 
第 47 条 都道府県知事は、前条の規定により入院する新感染症の所見がある者を当該入院に係る病院に移送しなければ
ならない。 

資料２ 



【参考】法令・計画上の位置付け 
 

■感染症法 

（基本指針） 

第９条 厚生労働大臣は、感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針（以下「基本指針」

という。）を定めなければならない。 

２ 基本指針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

七 感染症の患者の移送のための体制の確保に関する事項 

（予防計画） 

第 10 条 都道府県は、基本指針に即して、感染症の予防のための施策の実施に関する計画（以下この条

及び次条第２項において「予防計画」という。）を定めなければならない。 

２ 前項の予防計画は、当該都道府県における次に掲げる事項について定めるものとする。 

五 感染症の患者の移送のための体制の確保に関する事項 

 

■長野県感染症予防計画 

２ 感染症対策全般（新興感染症を含む） 

第１ 現状と課題 

３ 医療提供体制・自宅等療養体制 

（３）移送 

○ 感染症法に基づき入院勧告・措置の対象となった患者の医療機関への移送に当たっては、

保健所のみでは対応が困難な場合もあることから、消防機関との連携や必要に応じて民間

事業者への業務委託等を図ることが重要です。 

 

第３ 施策の展開 

３ 入院が必要な患者が適切な医療を受けられる体制の整備 

（２）患者等を移送する連携体制の整備 

○ 保健所において患者等の移送に必要な車両を確保するとともに、消防機関との協定締結や

民間事業者の活用により、関係機関が連携して新興感染症の患者等を円滑に移送する体制

を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


